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あらまし  東日本大震災の発生直後の被災地では,現状の把握に困難を要した.ライフラインが切断され,復旧の見
通しもたたぬまま,現状把握が出来ない地域も多く存在した.茨城県県北地域において,被災した人々はその克服のた
めに,どのように情報を入手や発信を通して対応してきたのかについて ,茨城大学工学部米倉研究室では,独自のアン
ケート調査により分析している.メールや Twitter・facebook 等のソーシャルメディアによる情報入手と発信などの事
例も多いことから,IT を活用した危機対応時の情報の流通のようすを調べ,今後の危機対応時の IT 活用に向けた問題
点と改善点を分析した.本発表ではアンケートから見えてきた内容を,災害に強い街づくりの観点から考察する.
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Abstract It was difficult to get the scale of disaster in a disaster area after the outbreak of the Great East Japan Earthquake. A lifeline was 

cut, and there were many areas where there was not the present grasp with there not being it, and the prospect of the restoration existed. How  

did the people whom a thing of north part of Ibaraki suffered from send acquisition and the information to survive the suffering situation. The 

Ibaraki University department of engineering Yonekura laboratory carried out questionary survey for north part of Ibaraki. And analyzed  

findings. There are many examples such as information acquisition and the dispatch by social media such as email or Twitter, facebook, too. I 

examined information flow at the time of the crisis that I applied IT in and analyzed problems and a refinement to utilize IT when the future  

crisis occurred. In this announcement, I think from the viewpoint of citizen-based town planning resisting a disaster with the contents which I 

saw from a questionnaire.
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 1.はじめに

東日本大震災の発生直後,被災者は情報の取得・発信による

危機対応によって,明暗が分かれた事例が数多く発生した .ま

た,震災時における情報の取得・発信方法としてのソーシャル
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メディアの活用が多く取沙汰された.被災後のソーシャルメデ

ィアを活用した被災状況の伝達による救助の要請 ,各機関が

現状把握を行い対応できるように ,各地において情報発信 ,生

存確認等が行われた.茨城県も例外ではなく,湾岸地域だけで

なく,県内全域で被害が発生した.震災によってライフライン

は切断され,復旧の見通しも見えない中 ,茨城県内においての

危機の発生時,どのようにして被災者は情報を取得・発信をお

こなったのか？そこで,被災地である茨城県の県北地域にて ,

新聞・テレビ・ラジオといったメディアと一緒にソーシャル

メディアを活用した現状の情報取得・発信が活用されていた

のかを調査した.本論文では,調査した結果を踏まえ ,今後の危

機対応について考える.

 2.調査概要

 2.1.アンケート調査対象範囲

震災発生時の対応について ,福島県と栃木県に隣接する茨城

県の県北地域(北茨城市,高萩市,大子町,常陸太田市,常陸大宮

市,城里町)の 7 つの市町村内に居住する方,近隣地域の東海村,

ひたちなか市,那珂市,水戸市と学校及び職場のある方を対象

にアンケート調査(以降,本調査)を実施した.

 2.2.アンケート収集

アンケートの実施方法は,Web からのアンケート調査及び,紙

でのアンケート調査の 2 つの方法で調査を実施した.本調査

は,県北地域にて復興イベント等の人が集まる場所や ,会社へ

の依頼,研究室の別の事業で行っている講習会等の参加者や

人脈を頼り,アンケート収集を行った.本調査は,県北地域のみ

で収集を行った.それぞれで実施したアンケート収集及び,対

応記録は下記の通り.

011/6/2 常陸太田市,SNS講座受講者に対し,アンケート調査,

受講者にアンケート用紙配布し,友人・知人への調査を依頼

2011/6/16 に上記の依頼アンケートを回収

2011/6/8 Web アンケート研究室 HP設置

(http://yard.cis.ibaraki.ac.jp/~yui/)

2011/6/6〜6/10 研究室メンバー家族・知人・友人経由アン

ケート配布・回収

2011/6/11 ひたちなか市,アジュールひたちなか,スタッフ 50

名アンケート調査

2011/6/11 日立市,イトヨの里泉が森公園,イベント「100万人

のキャンドルナイト」20代〜50代社会人,主婦を対象に街頭ア

ンケート調査

2011/6/21 日立製作所関連会社に Web アンケート URL配信

2011/7/2 高萩市 イベント「がんばろう！高萩！！復興支援

市 in イオン高萩」,20代〜70代対象に街頭アンケート調査

2011/7/4 日立市震災情報まとめ!!

(http://twitter.com/#!/hitachis2011) 協力を得て,Web アンケート

URL配信

上記の対応記録の他に,研究室のメンバーの友人知人に対し

て本調査を行い,紙面・Web アンケート調査を実施した.

 2.3.回答人数及び地域別回答人数

収集した全体のアンケートの人数は,男性 116 人,女性 141 人,

合計 257 人からの回答を得た.

そのうち,回答者の住んでいる地域別の回答数は,北茨城市と

高萩市 46 人,日立市 70 人,常陸太田市・東海村 44 人,常陸大宮

市 37 人,那珂・ひたちなか市・水戸市 32 人,茨城県県南地域

14 人,茨城県県外 14 人から回答を頂いた.

年齢構成は,20代 54 人,30代 81 人,40代 64 人,50代 26 人,60

代 21 人,70代 7 人,無回答 2 人となった.

 2.4.被災地における情報管理

情報の入手方法や何を使用して情報を収集したのかを調査

した.IT や電気を使うテレビ等から情報を収集するには ,電気

等のライフラインが必要になる.現地では,震災発生から電気

が復旧した日数を調査した.茨城県県北地域及び,近隣地域に

おいて電気が復旧までに要した日数は ,3 日から 5 日間の日数

図 2: アンケート回答者居住市町村

図 1:茨城県の県北地域
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がかかっている.運が良ければ 2 日目に復旧している家庭も有

るが,一週間以上かかっている家庭も存在している .最も重要

なのは,震災当日に復旧した家は 0件である.テレビ等の電源

供給を受ける機器を使った情報取得方法は ,震災発生から数

日間使用できない事が分かる .災害時に,災害の規模,津波の情

報が分からない事で,次々に発生する災害に対応できなくな

る可能性がある.そうなると,震災時に災害の規模を知る手段

が無くなってしまう事はとても危険である事を意味する.

 2.5.震災時の情報入手方法

(1) 被災当日の情報入手手段

震災発生時には,停電が発生している .震災時発生の停電時

に,何から情報を得たのかを世代別に調査した .全世代でラジ

オから情報を入手している事が分かる.次に携帯電話のメー

ル .市役所や防災無線等の公共の案内が情報源となってい

る.30代で TV が多いのは,自動車を所有し,カーナビのテレビ

から情報を入手ができた事から ,回答数が多いと思われる.20

代は掲示板・ブログとソーシャルメディアの利用が他の世代

に比べて多い.どの世代も携帯電話を利用している .しかし,被

災地では携帯電話の利用が制限され ,思うように通信できな

かった.それでも被災地ではバッテリで動作する携帯電話し

か連絡方法が無く,継るまで何度も挑戦して,やっと通信がで

きる状態であった.携帯電話から外部と継る場合には,安否確

認等の連絡だけでも貴重な情報発信であった .携帯電話のメ

ールは,通話に比べて文面にして一瞬で送信できる事から,通

話よりも短時間での情報の交換と連絡がし易いと考える.

(2) 停電から復旧後の情報入手手段

停電から回復時に情報の取得・発信がどのように行われた

のかを調査した.復旧後は,テレビの利用が大幅に増えた.電気

が復旧した事で,被災者は PC,携帯電話等を使用した情報入手

が増加している.インターネットからの情報入手は ,掲示板や

ブログ,ソーシャルメディアの利用が増加している.図 4:被災当

日の情報入手手段と図 5:停電からの復旧後の情報入手手段を

比べると 30〜50代は,大体同じ情報の入手経路を利用してい

る.しかし,20代の情報入手手段は,携帯電話を利用した通信及

び,インターネットの利用が ,他のどの世代よりも多い.テレビ,

新聞,公共アナウンスの他に携帯電話の通話・メール ,掲示

板・ブログ,ソーシャルメディア等の他者との継りから情報を

入手しているのが分かる.

(3) 年代別の情報入手手段の活用

年代別の主な情報の入手手段を比較する .20代と 30〜50代

との情報取得行為の傾向に違いが有った.60代,70代以降は,収

集人数が少ない為に割愛する.

 20代の情報入手経路

20代は,停電時,停電中,復旧後と変わらず携帯電話が中心の

情報取得を行っている.インターネットの利用としては,震災

当日,停電中にはソーシャルメディア等も活用している .ソー

シャルメディアについては,(5)ソーシャルメディアの活用にて

記述する.また,20代の場合には,危機対応の経験が不足してい

る事から,他者とのコミニケーションを行って対応をしていた

のではないかと考える.

図 3: 被災後の市町村別停電日数

図 4:被災当日の情報入手手段

図 5:停電から復旧後の情報入手手段

図 6:20代の震災時の情報入手経路



  社団法人 電子情報通信学会 信学技報
THE INSTITUTE OF ELECTRONICS, 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 IEICE Technical Report　
INFORMATION AND COMMUNICATION ENGINEERS

 30〜50代の情報入手経路

30〜50代の情報入手経路は,震災直後と停電解消後の情報入

手経路に変化があった.その為,震災直後と復旧後の比較を行

った.震災直後の設問,「震災当日,どこから情報を集めました

か?(複数回答可)」の回答を頂いた.震災直後は停電によって電

気が無い.その為バッテリで動作する携帯電話等といった端

末を利用した情報収集だったと思われる.しかし,キャリアに

よる帯域制限の影響等も有り,通信が殆ど使えない状態での

情報取得を行っている .また,携帯電話等の利用者はバッテリ

の消耗を考慮して使用しており,頻繁に使用できていた訳では

無い.その他の情報の入手手段としては,ラジオ,役所等の公共

アナウンス,テレビに頼っていた事が分かる.

復旧後には,情報の入手方法に変化が見られた.設問,「停電復

旧後,どこから情報を集めましたか?(複数回答可)」として回答

を頂いた.主な情報入手手段として,テレビ(NHK)140件,テレ

ビ(民放)103件,ラジオ 65件,新聞 61件,公共アナウンス 54件,

インターネット 53件,携帯電話(通話)46件,携帯電話(mail)44

件の回答があった.携帯電話は合算すると 100件になり,テレ

ビに次ぐ情報の入手手段の柱として利用されている事がわか

る.30〜50代の中で,50代の方だけは,ラジオ,新聞,公共アナウ

ンスよりも,テレビに次いでインターネットからの情報入手の

回答数が一番多かった.

(4) インターネットを活用した情報入手

インターネットの情報として,主に活用されているがメディ

アによるニュース配信,掲示板・ブログ等の情報,ソーシャル

メディアの３種類の情報である.本調査では,個人の情報発信

ができる,掲示板・ブログからの情報とソーシャルメディアか

らの情報をインターネット情報の入手と発信手段として扱う .

掲示板・ブログとソーシャルメディアからの情報取得が ,どの

位の割合で行われたのかを震災直後の当日,停電中,復旧後の

インターネット情報の利用比較を行った.震災直後と停電中で

は,ソーシャルメディアからの情報取得が多い .復旧後には,掲

示板・ブログからの情報入手が多くなっている .震災直後か

ら電気の復旧までの期間は,被災地において危機の状態が継

続しており,リアルタイムな情報入手の必要があったことか

ら.ソーシャルメディアの利用件数が延びたと考える .復旧ま

での最新情報等の情報入手及び,発信には瞬間風速的な伝播

性の強いソーシャルメディアの強みが生きているのでは無い

かと考える.情報の記録,情報の継続性・持続性では,掲示板や

ブログの情報が強い.現地では,震災直後からの数日の間は,被

災地で発生した現実と何が起きているのか把握する為の情報

入手が困難であった.電気の復旧後は,掲示板やブログは,過去

の記録としての役割もある為,情報収集の為の利用が増えたと

考える.停電時の情報を入手する端末は ,バッテリにて動作す

る携帯電話などから情報を入手している.電源の確保は,情報

入手の為の重要な要素である.しかし,充電が切れてしまう.被

災地では地元大手家電量販店が電池を無料配布してくれたこ

とにより,電源の確保ができた方も多かった.

(5) ソーシャルメディアの活用

ソーシャルメディアの 30〜 50 代の利用は Twitter 及び

facebook を利用している事が分かる.

図 7:30〜50代の震災直後の情報入手

図 10:ソーシャルメディアの利用

図 9:インターネットの情報入手先

図 8:30〜50代の電気復旧後の情報入手手段
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20代は mixi利用が多かった.年代が高くなるにつれ ,情報の

取得及び,発信の色が強いソーシャルメディアの活用が多い .

逆に人との継り傾向が強い mixi の利用は少なくなっている.

そういった意味では,ソーシャル利用が友人との継りを重き

に置いた活用が多い若年層の 20代の mixi利用が多かった.

 2.6.震災時の情報発信

テレビの情報は,東北地域の大きな津波が襲ってきたインパ

クトのある映像が繰り返し放送され,茨城地域の被災状況は

全く報道されなかった.その為,茨城県内は被災しているが,報

道によって被災している事実が存在しないかのような印象が

出来た.その結果,茨城県内の避難所では,支援物資等が届かな

い状態が発生し,燃料もなく孤立化した状態であった.県内の

多くの地域では,マスコミのような情報発信する手段が個人に

は無い.しかし,個人でもソーシャルメディアを利用した情報

発信であれば手軽に行う事ができる.そこで,危機対応として

Web を活用した情報発信が行われたのかを調査した.

(1) 被災者からの情報発信

被災者が情報の発信をする事により ,被災地の情報を外部に

発信する事ができる.被災地から情報を発信する手段として,

何を利用したのかを設問「震災時,ご自身の持つ知識をどのよ

うに周りに伝えましたか?(複数回答可)」にて調査した.結果は,

圧倒的に携帯電話のメール 147件と通話 120件が多かった.次

に,多かったのは固定電話 25件,その次にソーシャルメディア

23件となった.携帯電話は,通話とメールを合わせると 167件

となり,更に固定電話を合わせると 192件になる.全世代が携

帯電話を利用していた.

ソーシャルメディアは,20代〜50代の世代が利用していた.携

帯電話と固定電話は,電話の相手に人に助けを求めたり,被災

状況を話したりする事はできるが,情報発信としての観点から

は強くない.複数への情報発信等行う場合には,ソーシャルメ

ディアの活用方法が一番簡単で手頃であるが,回答者は 21件

のみであった.ラジオの利用が回答内にあるが,10件と少ない

こと,ラジオ局にて取り上げられる可能性が不明である事か

ら,調査の検討材料としては外している.

(2) 地域別の情報発信

本調査の参加者の居住地域別でのソーシャル利用者を調査

した.IT 機器等の利用は職業によって左右される .アンケート

参加者の職業も回答を頂いた.

地域別のソーシャルメディアの利用に付いて調査した .利用

者の中で,住んでいる市町村別に見る.日立,常陸太田・東海と

水戸等の商業地区が多いところの利用者が多い事が分かる .

持っていないと殆どが回答 .内訳として ,持っていない 135

件,Twitter59件,mixi53件,Facebook23件の内訳となった.

(3) 世代別情報発信

ソーシャルメディアを利用していると回答した中で ,一番利

用されている世代は,40代であった.しかし,アンケート回答者

の人数から考えると,人数はあまり多くない.20代 6 人,30代 4

人,40代 8 人,50代 3 人と計 21 人の利用者.

実際に,震災時にどのような情報を発信したのかを調査した

ところ,非常に残念ではあるが,情報は入手するが,広めていな

いとの回答であった.この事から分かるように,利用している

図 11:震災時の情報発信の手段

図 12:アンケート回答者の職業

図 14:ソーシャルメディア利用年齢層

図 13:地域別ソーシャル利用
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のは情報の入手の為であり,自らの情報を普段の活用でも発

信していない可能性もある.震災時に現地の情報の発信も抵抗

があるようであった.

 3.ソーシャルメディアによる課題解決

情報の発信ができるか,できないかによって支援物資の到着

等に影響が有った.この事から情報発信と現地の状態を外部

等に伝える事は,危機発生時には必要な対応である .情報発信

ができていなかった事で ,被災地の状況と必要な支援が外部

からは,分からずに救助など遅れてしまった可能性がある.こ

れらを含め,危機発生時の情報発信をソーシャルメディアを活

用して解決できないか考えたい.

 3.1.被災直後の情報入手・発信の課題と解決

調査によって分かったソーシャルメディアの活用は ,情報を

入手する事は出来ているが,発信する事ができていなかった .

実際に,本当に危機に直面した時にはソーシャルメディア等の

手段で情報を発信するであろうと予測をしていたのだが,活用

したくない,面倒くさいとの回答が寄せられた.更に,ソーシャ

ルメディアの ID を持っていない人が殆どであった現状から

考えても,利用に慣れていない,利用していない事からソーシ

ャルメディアの便益自体を知らない事が起因していると思わ

れる.自らの情報発信を 1次情報発信,伝えた次の人からの情

報発信を 2次情報発信とすると,拡散する為の 1次情報発信が

行われなかった.今後は,危機の時の備えとして,活用して情報

の発信等をできるような支援の仕組みと,その為の支援を行

う必要があると考える.トレーニング的な部分から,リテラシ

の向上までを含めた支援等,今後も検討していきたい.また,利

用者を増やし,情報の発信がどういったものなのかを周知さ

せる事も大事な備えのひとつと思われる.例えば,茨城県鉾田

市出身のタレントの磯山さやか氏は,Twitter上で自らの ID と

ブログを使用して「安否確認に利用してください」と訴え多く

の方の情報発信に協力した.更に,茨城県の状態,SOS を発信し

続け多くの人への伝達を行ったことにより ,茨城県の被災状

況が初めて知れ渡る切っ掛けとなった .茨城県には,ローカル

のテレビ局が無い.その為に,情報発信の観点からは ,映像のニ

ュースの配信等が弱い部分でもある.インターネットを活用し

て情報発信を行うことで補完できると思われるが ,本調査で

は,茨城県県北地域のみの調査の為,別の地域の調査を継続し

て行い,今後の震災の際の防災,都市計画の一部としてソーシ

ャルメディアの利用方法や対策を探っていきたい.

 3.2.情報の取得と発信

震災直後から 7 日間前後までは停電が発生する覚悟と備え

が必要である.震災の情報を迅速に取得し,発生する事態を予

測し行動する必要がある.情報取得の速報性,伝播性を考える

とソーシャル利用は有効であると考える .迅速な情報取得が ,

行動する為の指針となる.しかし,ソーシャルメディアには情

報の持続性が無い.その為,掲示板やブログといった情報の持

続性のあるものを組み合わせて情報の入手 ,活用,発信ができ

ると今後の危機発生時の初期対応と危機が継続状態の対応 ,

情報収集に有効だと考える.いずれも,どの世代でも携帯電話

を使用した通信と連絡のやり取りができている事が分かっ

た.今後は携帯電話を使った現地の情報入手と発信が迅速に

容易にできることが求められる.携帯電話とソーシャルメディ

アの利用が簡易にできるようにすると危機発生時の一助にな

るかと思われる.しかし,問題はキャリアの帯域制限と電源の

問題がある.長時間の電源の問題は,UPS 等の備えで当面は対

応することができる .携帯などのバッテリは危機発生時の初

期には,通信,情報発信ができる電気の容量があるはずなので ,

現地情報を発信できる .しかし,キャリア側の帯域制限によっ

て,発信と情報の入手ができなくなり ,危機の中での危険を増

やしている現状がある.震災発生時の迅速な情報入手は,人命

を救う大切な情報であり,ソーシャルメディアを活用した情報

発信は高い伝播性から有効であると考える .携帯電話から情

報を入手できることが一番の解決策だと考えるが ,帯域制限

等の問題をどう解決していくのかを都市計画の観点から,今後

も他の地域でも継続して調査をし ,問題点を捜し出して,解決

策を検討して,危機に備えられるようにしていきたい.

 4.おわりに

本稿では,茨城大学工学部米倉研究室より,実施された本調査

について報告を行った.調査は別の地域等で継続して実施し,

今後の震災等の発生には貢献できるように検討して問題点を

探っていきたい.復旧もままならない場所が国内にはあるが ,

本稿の調査が少しでも地域の災害対応の備えとなる為の参考

となれれば幸いである.
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より,図 1 を引用


